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2021年夏季賞与の見通し
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―　新型コロナの影響長期化で一人当たり支給額がマイナスに　―

（１）今夏の賞与を展望すると、民間企業の一人当たり支給額は前年比▲3.2％と、夏季賞与として
は、２年ぶりのマイナスとなる見込み（図表１）。
(*)厚生労働省「毎月勤労統計」事業所規模５人以上ベース。支給事業所の一人当たり平均。

（２）背景には、2020年度下期の企業収益の低迷（図表２）。経常利益は、2020年10～12月期に前年
比▲0.7％減に。製造業は同＋7.0％と10四半期ぶりのプラスを確保したものの、2020年春先にか
けての大幅な落ち込みからの回復としては限定的。非製造業は同▲7.6％と減少幅は縮小したも
のの、外出自粛に伴う国内消費の冷え込みが業況を直撃する構図が長期化。春闘賃上げ率が2013 
年度以来の２％割れとなるなか、賞与額のベースとなる所定内給与（基本給）の伸びも鈍化。

（３）新型コロナの賞与への影響は、既に顕在化。昨年の賞与は、大企業において一人当たり賞与額
の削減、小企業において支給の見送り（支給対象人数の削減）を主因に減少（図表３）。業種別
では、飲食サービス、生活関連サービス、運輸・郵便（旅客輸送）が大幅な落ち込みに。

（４）こうした傾向は今夏も続き、賞与支給総額は、同▲4.1％の減少となる見込み（図表４）。一
人当たり支給額に加え、支給対象者数の減少も続く見込み。新型コロナの感染拡大前に2020年度
の支給額が決まっていた大企業では、今夏から新型コロナの影響が本格化。

（５）一方、国家公務員は、支給月数の引き下げ（▲0.025月分）と平均年齢の低下等に伴い、同
▲2.2％の減少となる見込み。

（図表１）2021年夏季賞与（一人当たり）の見通し （図表２）経常利益（季節調整値）

（図表４） 夏季賞与の支給総額（前年比）（図表3） 事業所規模別の一人当たり平均賞与額
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（注）全事業所は賞与支給のなかった事業所を含む。

（ ）内は2020年冬季賞与の支給労働者割合（％）。
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〇夏季 ◆年末

（前年比、％）

民間企業
製造業 非製造業

▲ 0.1 ▲ 1.0 0.1 ▲ 3.1

0.5 ▲ 4.6 1.6 0.1

▲ 2.6 ▲ 5.5 ▲ 2.0 ▲ 5.0

▲ 3.2 ▲ 1.9 ▲ 3.5 ▲ 2.2

支給額
（万円）

37.1 48.3 35.0 66.5

（資料）厚生労働省、総務省、人事院、予測は日本総合研究所

（注）2019年末の民間企業は４月６日公表の訂正後ベース。
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